
S u p p o r t i n g  I n d u s t r y  C o m p a n yS u p p o r t i n g  I n d u s t r y  C o m p a n y

ごあいさつ … ………………………………  1
招集ご通知 … ………………………………  2
株主総会参考書類 … ………………………  6
事業報告 … ………………………………… 13
連結計算書類 … …………………………… 26
計算書類 … ………………………………… 29
監査報告 … ………………………………… 32

2022年6月24日（金曜日）午前10時

第66回 定時株主総会 招集ご通知 明治電機工業株式会社

目 次 日 時

第１号議案：定款一部変更の件
第２号議案：�取締役（監査等委員である取締役を除

く。）４名選任の件
第３号議案：監査等委員である取締役４名選任の件

議 案

名古屋市中村区亀島二丁目13番8号
明治電機工業株式会社 本社
本館地下1階明治ホール

（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

場 所

株主総会にご出席される株主様への
お土産は取りやめさせていただいて
おります。何卒ご理解賜りますよう
お願い申しあげます。

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、会場へ
のご来場をお控えいただくとともに、書面又はイン
ターネット等による事前の議決権行使をお願い申し
あげます。

証券コード：3388



　株主の皆様には、日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼
申しあげます。

　ここに第66回定時株主総会招集ご通知をお届けさせて
いただくにあたり、ひと言ごあいさつ申しあげます。

　当社は、2022年４月４日をもちまして東京証券取引所
の市場第一部よりプライム市場に移行いたしました。これ
もひとえに、株主の皆様、お取引先様、これまでお力添え
いただきました関係者の皆様の温かいご支援の賜物と心よ
り感謝申しあげます。誠にありがとうございました。現在
当社は、プライム市場の上場維持基準の適合に向けた計画
書を提出しており、その基準の充足をひとつの通過点とし
て、引き続き更なる業容の拡大と企業価値の向上に努めて
まいります。

　さて、当社では昨年４月より第10次中期経営計画がスタートいたしました。「“新たな価値創造”と“自ら考え考
動する”」という基本方針のもと、「Mission for Smile～みんなに笑顔を届けよう」をスローガンに掲げ、主要施策
に取り組んでまいりました。お客様の工場におけるCO2削減提案や水素ステーションの建設、FC（産業用燃料電池）
発電機の開発など、カーボンニュートラルへの貢献において成果が出始めており、その他の施策におきましても、ス
ピード感をもって一歩ずつ確実に推進していきたいと考えております。

　第66期（2022年３月期）は、半導体、電子部品、樹脂材料不足に加え、原材料の高騰などにより製造業各社の生
産活動に影響が出たものの、脱炭素、省人化関連の設備投資が底堅く推移しました。そのような中で当社は、主要
ユーザーであります自動車関連企業をはじめ、電気・電子・半導体、工作機械関連企業向けに制御機器、計測機器な
どのコンポやシステムの販売が堅調に推移し、３期ぶりの増収増益となりました。

　第67期（2023年３月期）につきましては、ウクライナ情勢の緊迫化、新型コロナウイルスの新しい変異株等もあ
り不透明感払拭には依然時間がかかると考えますが、設備投資や生産活動は少しずつ回復していくものと想定し、増
収増益計画といたしました。売上高735億円、営業利益27.1億円、経常利益28.7億円、親会社株主に帰属する当期
純利益20億円を必達目標として全役職員総力を挙げてやりきる所存でございます。

　株主の皆様におかれましては、引き続きご支援、ご鞭撻を賜りますようお願い申しあげます。

2022年6月

ごあいさつ

経営理念

信 頼
すべては人から始まる

お客様と共に

従業員と共に

社会と共に

代表取締役社長
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招集ご通知

株 主 各 位 証券コード  3388
2022年６月２日

名古屋市中村区亀島二丁目13番８号
明治電機工業株式会社

代表取締役社長 杉脇　弘基

■1 日　　時 2022年６月24日（金曜日）午前10時

■2 場　　所 名古屋市中村区亀島二丁目13番８号
明治電機工業株式会社 本社（本館地下１階明治ホール）
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

■3 目的事項 報告事項 １. 第66期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）事業報告、連結計算
書類並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件

２. 第66期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）計算書類報告の件
決議事項 第１号議案 定款一部変更の件

第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件
第３号議案 監査等委員である取締役４名選任の件

■４ 議決権行使につ
いてのご案内

４頁から５頁までに記載の「議決権行使についてのご案内」をご参照ください。

第66回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
さて、当社第66回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
株主の皆様におかれましては、新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、極力、書面又は

インターネット等により事前の議決権行使をいただき、株主総会当日のご来場をお控えくださいま
すようお願い申しあげます。
お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、2022年６月23日（木曜日）午後５時30
分までに議決権を行使くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

以　上
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招集ご通知

１. 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。
２. 株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイ

ト（アドレスhttps://www.meijidenki.co.jp/）に掲載させていただきます。
３. 本招集ご通知の提供書面のうち、次に掲げる事項につきましては、法令及び当社定款第16条に基づき、インターネット上の

当社ウェブサイト（アドレス https://www.meijidenki.co.jp/）に掲載しておりますので、本招集ご通知には掲載しており
ません。

①事業報告の「業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況」
②連結計算書類の「連結注記表」
③計算書類の「個別注記表」

なお、上記①は、監査報告の作成に際して、監査等委員会が監査をした事業報告に含まれております。また、上記②及び③
は、監査報告の作成に際して、会計監査人及び監査等委員会が監査した連結計算書類及び計算書類に含まれております。

新型コロナウイルス感染症対策に関するお知らせ

本株主総会にご出席される株主様は、感染の予防及び拡大防止のため、株主様の健康状態にかかわらず、マスク着用
などの感染症対策にご配慮いただき、ご来場賜りますようお願い申しあげます。

なお、株主総会当日の状況に応じて下記措置を講じておりますので、ご理解並びにご協力をお願い申しあげます。
① 昨年同様、本株主総会におきましては取締役のみの出席となり、執行役員は出席いたしません。
② 本株主総会に出席する当社取締役及び会場のスタッフは、事前に健康状態を十分に確認した上で、マスク着用に

て対応させていただきます。
③ 株主様に、マスクのご着用及び会場設置のアルコール消毒液等のご使用をお願いさせていただきます。
④ 株主様に検温をさせていただき、37.5度以上の発熱が確認された場合その他体調のご不良がお見受けされた場合

は、ご入場をお控えいただきます。
⑤ 会場内の座席間に一定の間隔を設けますので、ご用意できる座席数が限られております。
⑥ 開催時間を短縮するため、議場における報告事項及び議案の詳細な説明は省略させていただきますので、事前に

招集通知にお目通しくださいますようお願い申しあげます。
今後の状況変化により、株主総会の運営に大きな変更が生ずる場合は、インターネット上の当社ウェブサイト
（アドレス https://www.meijidenki.co.jp/）にてお知らせいたします。

株主総会にご出席される株主様へのお土産につきましては、一昨年より、取りやめさせていただいております。何卒
ご理解賜りますようお願い申しあげます。
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議決権行使についてのご案内

議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。
後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使くださいますようお願い申しあげます。
議決権を行使する方法は、以下の3つの方法がございます。

インターネット等で
議決権を行使される場合

書面（郵送）で
議決権を行使される場合

株主総会に
ご出席される場合

次頁の案内に従って、議案の賛否を
ご入力ください。

同封の議決権行使書用紙に議案に対
する賛否をご表示のうえ、ご返送く
ださい。

同封の議決権行使書用紙を会場受付
にご提出ください。

行使期限 行使期限 日　時

2022年６月23日（木曜日）
午後５時30分入力完了分まで

2022年６月23日（木曜日）
午後５時30分到着分まで

2022年６月24日（金曜日）
午前10時（受付開始：午前９時)

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。

第1号議案

◦ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 反対する場合 「否」の欄に〇印
第2、3号議案

◦ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印
◦ 一部の候補者を反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※議決権行使書用紙はイメージです。

見 本

書面（郵送）及びインターネット等の両方で議決権行使をされた場合は、インターネット等による議決権行使を有効な議決権行使としてお取り扱いい
たします。また、インターネット等により複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたしま
す。
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議決権行使についてのご案内

インターネット等による議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使コード及びパスワードを入力することなく議決権行使
ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://www.web54.net

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

「スマート行使」での議決権行使は１回に限り
可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の「議
決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、再度
議決権行使をお願いいたします。
※‌�QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイトへ
遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取ってください。1

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

見 本
見 本

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

「次へすすむ」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

2

「議決権行使コード」
を入力

「ログイン」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

3

「パスワード」を入力

実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4
※操作画面はイメージです。

インターネット等による議決権行使で
パソコンやスマートフォン、携帯電話の操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）

（受付時間　9:00～21:00）
機関投資家の皆様は、株式会社ICJの運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームをご利用いただくことが可能です。
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定款一部変更議案

第１号議案 定款一部変更の件

現行定款 変更案
（株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし提
供）

（削　除）

第16条 当会社は、株主総会の招集に際し、株主総会参
考書類、事業報告、計算書類及び連結計算書類
に記載又は表示をすべき事項に係る情報を、法
務省令に定めるところに従いインターネットを
利用する方法で開示することにより、株主に対
して提供したとみなすことができる。

株主総会参考書類

１. 提案の理由
「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第１条ただし書きに規定する改正規定が2022年

９月１日に施行されることに伴い、株主総会資料の電子提供制度が導入されることとなりますので、次のとおり定
款を変更するものであります。
(1) 株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる旨を定款に定めることが義務付けられるこ
とから、変更案第16条（電子提供措置等）第１項を新設するものであります。

(2) 株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる事項のうち、書面交付を請求した株主に交
付する書面に記載する事項の範囲を法務省令で定める範囲に限定することができるようにするため、変更案第
16条（電子提供措置等）第２項を新設するものであります。

(3) 株主総会資料の電子提供制度が導入されますと、現行定款第16条（株主総会参考書類等のインターネット開示
とみなし提供）の規定は不要となるため、これを削除するものであります。

(4) 上記の新設及び削除される規定の効力に関する附則を設けるものであります。なお、本附則は期日経過後に削
除するものといたします。

２. 変更の内容
変更の内容は、次のとおりであります。

（下線部分は変更箇所を示しております。）

6
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定款一部変更議案

現行定款 変更案
（新　設） （電子提供措置等）

第16条 当会社は、株主総会の招集に際し、株主総会参
考書類等の内容である情報について電子提供措
置をとる。

２ 当会社は、電子提供措置をとる事項のうち法務
省令で定めるものの全部又は一部について、議
決権の基準日までに書面交付請求をした株主に
対して交付する書面に記載することを要しない
ものとする。

附　則
（条文省略） 第１条 （現行どおり）
（新　設） （株主総会資料の電子提供に関する経過措置）

第２条 変更前定款第16条（株主総会参考書類等のイン
ターネット開示とみなし提供）の削除及び変更
後定款第16条（電子提供措置等）の新設は、
2022年９月１日から効力を生ずるものとす
る。

２ 前項の規定にかかわらず、2022年９月１日か
ら６か月以内の日を株主総会の日とする株主総
会については、変更前定款第16条（株主総会参
考書類等のインターネット開示とみなし提供）
は、なお効力を有する。

３ 本条の規定は、2022年９月１日から６か月を
経過した日又は前項の株主総会の日から３か月
を経過した日のいずれか遅い日後にこれを削除
する。
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任議案

第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）4名選任の件

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式数

再 任

1
　

はやし

林 　
まさひろ

正弘
（1955年１月25日）

    1977年    3 月 当社入社
    2000年    6 月 当社執行役員
    2001年    4 月 当社執行役員海外事業本部長
    2001年    7 月 当社常務執行役員海外事業本部長
    2003年    5 月 当社常務執行役員顧客営業本部長兼海外事業本部長
    2003年    6 月 当社取締役常務執行役員顧客営業本部長兼海外事業本部長
    2006年    4 月 当社代表取締役副社長
    2012年    6 月 当社代表取締役社長
    2021年    6 月 当社取締役会長（現任）

361,000株

【取締役候補者とした理由】
林正弘氏は、長年にわたり代表取締役社長として経営全般を担い、当社の持続的成長と企業価値の向上に貢献してまいりました。

そこで培われた豊富な経験と実績から、優れた経営判断能力を有しており、当社の経営の意思決定及び経営の執行の監督を適切に遂
行することができると考え、引き続き取締役候補者としたものであります。

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式数

再 任

２
　

すぎわき

杉脇　
ひ ろ き

弘基
（1964年10月27日）

    1987年    4 月 当社入社
    2012年    4 月 MEIJI CORPORATION取締役社長
    2014年    7 月 当社執行役員
    2017年    4 月 当社執行役員第１営業本部長
    2019年    4 月 当社執行役員企画管理本部長
    2020年    4 月 当社執行役員
    2020年    6 月 当社取締役
    2021年    6 月 当社代表取締役社長（現任）

15,500株

【取締役候補者とした理由】
杉脇弘基氏は、代表取締役社長就任後、当社の持続的成長と中長期の企業価値の向上を図るためのVISIONを掲げ、それに基づく

経営計画を策定し、強いリーダーシップを発揮してその実現に取り組んでおります。これらの経営トップとしての優れた経営判断能
力、胆力、実行力に照らし、当社の経営の意思決定及び経営の執行の監督を適切に遂行することができると考え、引き続き取締役候
補者としたものであります。

取締役（監査等委員である取締役を除きます。以下、本議案において同じです。）林正弘、杉脇弘基、舟橋範及び
佐合俊治の各氏が、本総会終結の時をもって任期満了により退任となります。つきましては、取締役４名の選任をお
願いするものであります。なお、取締役候補者の選定にあたっては、独立社外取締役全員で構成される指名委員会の
答申を経ております。

また、本議案に関しましては、当社の監査等委員会は全ての取締役候補者につき適任であると判断しております。
取締役候補者は、次のとおりであります。
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任議案

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式数

再 任

３
　

ふなはし

舟橋　
つとむ

範
（1960年５月14日）

    1983年    3 月 当社入社
    2008年    6 月 当社執行役員
    2010年    4 月 MEIJI CORPORATION取締役社長
    2011年    4 月 当社執行役員国際事業本部長
    2012年    4 月 当社執行役員企画管理本部長
    2012年    6 月 当社取締役企画管理本部長
    2017年    6 月 当社代表取締役専務企画管理本部長
    2019年    4 月 当社代表取締役専務
    2020年    4 月 当社代表取締役専務企画管理本部長（現任）

83,000株

【取締役候補者とした理由】
舟橋範氏は、長年にわたり企画管理部門のトップとして経営を担っており、主にガバナンスの確立と発展においてその能力を最大

限発揮して、当社の持続的成長と企業価値の向上に貢献してまいりました。そこで培われた豊富な経験と実績から、優れた経営判断
能力を有しており、当社の経営の意思決定及び経営の執行の監督を適切に遂行することができると考え、引き続き取締役候補者とし
たものであります。

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式数

再 任

４
　

さ ご う

佐合　
しゅんじ

俊治
（1961年2月28日）

    1983年    3 月 当社入社
    2008年    6 月 当社執行役員
    2011年    4 月 当社執行役員第１営業本部長
    2012年    6 月 当社取締役第１営業本部長
    2014年    4 月 当社取締役ソリューション事業本部長
    2016年    6 月 当社常務執行役員ソリューション事業本部長
    2017年    4 月 MEIJI CORPORATION取締役社長
    2019年    4 月 当社常務執行役員第１営業本部長
    2021年    6 月 当社取締役第１営業本部長（現任）

76,000株

【取締役候補者とした理由】
佐合俊治氏は、長年にわたり営業部門のトップとして経営を担っており、事業の推進と実現においてその能力を最大限発揮して、

当社の持続的成長と企業価値の向上に貢献してまいりました。そこで培われた豊富な経験と実績から、優れた経営判断能力を有して
おり、当社の経営の意思決定及び経営の執行の監督を適切に遂行することができると考え、引き続き取締役候補者としたものであり
ます。

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しており、当該保険契約の内容の概要は、

事業報告の「役員等賠償責任保険契約の内容の概要等」（21頁）に掲載のとおりであります。各候補者が取締役に選任され就任した場
合、当該保険契約の被保険者に含められることとなります。また、当該保険契約は、次回更新時においても同内容での更新を予定しており
ます。

9



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

2022/05/24 11:09:56 / 21828211_明治電機工業株式会社_招集通知

監査等委員である取締役選任議案

第３号議案 監査等委員である取締役４名選任の件

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式数

再 任

1
　

あ だ ち

足立　
しゅういち

秀一
（1960年11月７日）

    1983年    3 月 当社入社
    2004年    4 月 MEIJI CORPORATION取締役社長
    2008年    6 月 当社執行役員
    2010年    4 月 当社執行役員ソリューション事業本部長
    2011年    4 月 当社執行役員第２営業本部長
    2012年    6 月 当社取締役第２営業本部長
    2014年    4 月 当社取締役国際事業本部長
    2016年    4 月 当社取締役
    2016年    6 月 当社取締役（監査等委員・常勤）（現任）

88,300株

【監査等委員である取締役候補者とした理由】
足立秀一氏は、長年にわたり国際事業部門、営業部門、ソリューション事業部門の経営を担っており、幅広い事業の推進と実現に

おいてその能力を発揮して、当社の持続的成長と企業価値の向上に貢献してまいりました。そこで培われた豊富な経験と実績から、
優れた経営判断能力を有しており、当社の経営の執行の監督及び監査を適切に遂行することができると考え、監査等委員である取締
役候補者としたものであります。

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式数

再 任

2
　

お く の

奥野　
のぶひろ

信宏
（1945年１月30日）

    1989年    4 月 名古屋大学経済学部教授
    1997年    1 月 同大学経済学部長
    2000年    4 月 同大学副総長
    2004年    4 月 中京大学総合政策学部教授
    2005年    9 月 学校法人梅村学園理事
    2013年    6 月 株式会社名古屋証券取引所社外取締役（現任）
    2014年    6 月 当社社外取締役
    2015年    4 月 中京大学学術顧問
    2016年    6 月 当社社外取締役（監査等委員）（現任）
    2017年    4 月 公益財団法人名古屋まちづくり公社上席顧問（現任）
    2017年    4 月 名古屋都市センター所長（現任）

－株

（重要な兼職の状況）
公益財団法人名古屋まちづくり公社上席顧問
名古屋都市センター所長
株式会社名古屋証券取引所社外取締役

【監査等委員である社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
奥野信宏氏は、経済学に関する広汎かつ専門的な知識と産官学界にわたる深い造詣等に基づいて、独立した客観的な立場から当社

の経営に幅広い見地より助言・提言を行っていただけると考え、監査等委員である社外取締役候補者としたものであります。また、
同氏が選任された場合は、指名・報酬委員会の委員として、当社の役員候補者の選定や役員報酬等の決定過程において、客観的・中
立的立場で監督機能を果たしていただく予定です。なお、同氏は社外役員となる以外の方法で会社の経営に関与された経験はありま
せんが、上記理由により、社外取締役としてその職務を適切に遂行できるものと判断しております。

監査等委員である取締役足立秀一、奥野信宏、成田龍一及び鬼頭肇の各氏が本総会終結の時をもって任期満了によ
り退任となります。つきましては、監査等委員である取締役４名の選任をお願いするものであります。

なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。
監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。
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監査等委員である取締役選任議案

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式数

再 任

3
　

な り た

成田　
りゅういち

龍一
（1952年12月28日）

    1985年    4 月 名古屋弁護士会（現愛知県弁護士会）登録
    1992年    6 月 成田龍一法律事務所開業
    2012年    6 月 当社社外監査役
    2016年    6 月 当社社外取締役（監査等委員）（現任） －株

（重要な兼職の状況）
成田龍一法律事務所代表弁護士

【監査等委員である社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
成田龍一氏は、弁護士として培われた豊富な経験と幅広い知識に基づいて、独立した客観的な立場から主としてコンプライアンス

を確保するための助言・提言を行っていただけると考え、監査等委員である社外取締役候補者としたものであります。また、同氏が
選任された場合は、指名・報酬委員会の委員として、当社の役員候補者の選定や役員報酬等の決定過程において、客観的・中立的立
場で監督機能を果たしていただく予定です。なお、同氏は社外役員となる以外の方法で会社の経営に関与された経験はありません
が、上記理由により、社外取締役としてその職務を適切に遂行できるものと判断しております。

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式数

再 任

4
　

き と う

鬼頭　
はじめ

肇
（1952年５月４日）

    1971年    4 月 名古屋国税局入局
    2011年    7 月 名古屋国税局総務部次長
    2012年    7 月 昭和税務署長
    2013年    9 月 鬼頭肇税理士事務所開業
    2016年    6 月 当社社外取締役（監査等委員）（現任）

－株

（重要な兼職の状況）
鬼頭肇税理士事務所税理士

【監査等委員である社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
鬼頭肇氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するとともに、税務の専門家として培われた

豊富な経験と幅広い知識に基づいて、独立した客観的な立場から主として経営管理の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を
行っていただけると考え、監査等委員である社外取締役候補者としたものであります。また、同氏が選任された場合は、指名・報酬
委員会の委員として、当社の役員候補者の選定や役員報酬等の決定過程において、客観的・中立的立場で監督機能を果たしていただ
く予定です。なお、同氏は会社の経営に関与された経験はありませんが、上記理由により、社外取締役としてその職務を適切に遂行
できるものと判断しております。

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．奥野信宏氏、成田龍一氏及び鬼頭肇氏は、社外取締役候補者です。
３．奥野信宏氏、成田龍一氏及び鬼頭肇氏は、現在当社の社外取締役であり、社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって奥野信

宏氏が８年、成田龍一氏並びに鬼頭肇氏が６年となります。
４．当社は、奥野信宏氏、成田龍一氏及び鬼頭肇氏との間で会社法第427条第１項及び定款第32条の規定に基づき、会社法第425条第１項に定

める最低責任限度額を限度として同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。各氏の選任が承認された場合に
は、当該契約を継続する予定であります。

５．当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しており、当該保険契約の内容の概要は、
事業報告の「役員等賠償責任保険契約の内容の概要等」（21頁）に掲載のとおりであります。各候補者が取締役に選任され就任した場
合、当該保険契約の被保険者に含められることとなります。また、当該保険契約は、次回更新時においても同内容での更新を予定しており
ます。

６．奥野信宏氏、成田龍一氏及び鬼頭肇氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、当社は各氏を独立役員として同
取引所に届け出ております。
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監査等委員である取締役選任議案

取締役 地　位 企業経営 事業・業界 企画・管理 財務・会計
法務・コンプ
ライアンス

林 正　弘 取締役会長 ◎ 〇
杉　脇 弘　基 代表取締役社長 ◎ ◎ 〇
舟　橋 範 代表取締役専務 〇 〇 ◎ ◎
佐　合 俊　治 取締役 〇 ◎
足　立 秀　一 取締役（監査等委員） 〇 ◎ 〇
奥　野 信　宏 取締役（監査等委員） ◎ 〇
成　田 龍　一 取締役（監査等委員） 〇 ◎
鬼　頭 肇 取締役（監査等委員） ◎ 〇

＜ご参考＞取締役のスキル・マトリックス
当社は、「日本のものづくりを強くする」という事業指針及び「信頼 すべては人から始まる お客様と共に 従業員

と共に 社会と共に」という経営理念の下、その時々の経営環境及び課題に即して策定する経営戦略を実現するため
に相応しい知識・経験・能力を有する者を取締役として選任することとしております。

具体的には、取締役のスキルとして、「企業経営」、「当社の事業（営業、技術、品質、海外、環境）・業界」、
「企画・管理（企画、人事・労務、ＩＴ）」、「専門性（財務・会計、法務・コンプライアンス）」に関する知識・
経験・能力が重要と考えており、それぞれの取締役が相乗・補完することで取締役会全体としてその役割・責務を実
効的に果たすことができる体制であることが必要と考えております。

上記を踏まえた各取締役のスキル・マトリックスは次のとおりです。

（注）１．取締役（監査等委員）奥野信宏氏、成田龍一氏及び鬼頭肇氏は、社外取締役であります。
２．「◎」は、その地位・役割において、特に重視するものであります。

以　上
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当事業年度の事業の状況

事業報告（2021年４月１日から2022年３月31日まで）

1 企業集団の現況に関する事項

(提供書面)

(1) 当事業年度の事業の状況
①事業の経過及び成果
当連結会計年度におけるわが国経済は、持ち直しの動きが続いているものの、年度後半には第６波となる
新型コロナウイルス感染症の再拡大により、個人消費などに弱さが見られる状況となりました。世界経済に
つきましては、欧米諸国ではコロナ禍からの脱却の動きが見られましたが、中国では感染の再拡大により経
済活動が抑制される状況となりました。また、資源価格の高騰やウクライナ情勢の緊迫、世界的な物流遅延
などの不安材料により、先行き不透明な状況が続いております。
当社グループの主要ユーザーである自動車関連企業におきましては、半導体不足による生産活動への影響
が出ておりますが、脱炭素社会の実現に向けた動きが加速され、電動化を中心とした設備投資は底堅く推移
しました。電気・電子・半導体関連企業におきましては、電子部品はフル稼働生産が続き、半導体は先端品
から旧世代までの需要が引き続き高止まりするなど設備投資は堅調で、工作機械・産業機械関連企業におき
ましては、世界的な人手不足などによる省人化への投資の動きが活発となり、生産動向は好調に推移しまし
た。
こうした中、当社グループにおきましては、「“新たな価値創造”と“自ら考え考動する”」を基本方針とし
た第10次中期経営計画（2021年度～2023年度）に基づき、自動車ビジネス強化に向けた体制整備、もの
づくりにおけるカーボンニュートラルへの貢献、エンジニアリング事業の競争力強化などの主要施策に対す
る取り組みをスタートさせました。
この結果、当連結会計年度の売上高は67,749百万円（前期比6.0％増）、営業利益は2,008百万円（前期
比6.1％増）、経常利益は2,439百万円（前期比12.8％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は1,780百万
円（前期比17.5％増）となりました。
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主要商品別売上高

制御機器 売上高20,071百万円 （前期比5.3%増）
　

産業機器 売上高24,598百万円 （前期比2.1%増）
　

29.6%29.6%

売上構成比

19,061

第65期
（2021年3月期）

20,071

第66期
（2022年3月期）

売上高 （単位：百万円）

36.3%36.3%

売上構成比

24,083

第65期
（2021年3月期）

24,598

第66期
（2022年3月期）

売上高 （単位：百万円）

制御機器は、当社グループの主力取扱商品で、電気・電子・
半導体、工作機械・産業機械関連企業向けなどに販売が増加し
たことから、売上高は20,071百万円（前期比5.3％増）となり
ました。

産業機器は、自動車関連企業向けの大型設備案件が増加し、
売上高は24,598百万円（前期比2.1％増）となりました。

計測機器 売上高 8,489百万円 （前期比7.7%増）
　

電源機器 売上高 3,728百万円 （前期比15.1%増）
　

12.5%12.5%

売上構成比

7,880

第65期
（2021年3月期）

8,489

第66期
（2022年3月期）

売上高 （単位：百万円）

5.5%5.5%

売上構成比

3,239

第65期
（2021年3月期）

3,728

第66期
（2022年3月期）

売上高 （単位：百万円）

計測機器は、自動車関連企業向けの大型設備案件が増加し、
売上高は8,489百万円（前期比7.7％増）となりました。

電源機器は、工作機械・産業機械関連企業向けの販売が増加
し、売上高は3,728百万円（前期比15.1％増）となりました。

実装機器 売上高 3,418百万円 （前期比0.6%増）
　

その他 売上高 7,442百万円 （前期比19.1%増）
　

5.1%5.1%

売上構成比

3,398

第65期
（2021年3月期）

3,418

第66期
（2022年3月期）

売上高 （単位：百万円）

11.0%11.0%

売上構成比

6,246

第65期
（2021年3月期）

7,442

第66期
（2022年3月期）

売上高 （単位：百万円）

実装機器は、自動車関連企業向けの大型設備案件が増加し、
売上高は3,418百万円（前期比0.6％増）となりました。

上記５品目以外においては、売上高は7,442百万円（前期比
19.1％増）となりました。

この売上高を主要商品の別に示すと次のとおりであります。
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主要商品別売上高

会 社 名 区 分 発行株式数及び
自己株式の処分数

１株当たり発行
価額及び処分価額 調 達 金 額 払 込 期 日

当 社 公 募 増 資 500千株 963.35円 481百万円 2022年3月8日
当 社 第 三 者 割 当 増 資 150千株 963.35円 144百万円 2022年3月29日
当 社 自 己 株 式 の 処 分 500千株 963.35円 481百万円 2022年3月8日

②設備投資等の状況
当連結会計年度中において実施しました設備投資の総額は、786百万円であります。
その主なものは、豊田支店の新社屋建設（669百万円）及び本社基幹システムの構築（58百万円）でありま
す。

③資金調達の状況
当社グループでは、当連結会計年度におきまして、以下のとおり、公募増資及び第三者割当増資と自己株式の
処分を行い、総額で1,107百万円の資金調達を行いました。

④事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
該当事項はありません。

⑤他の会社の事業の譲受けの状況
該当事項はありません。

⑥吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
該当事項はありません。

⑦他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
該当事項はありません。

15
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財産及び損益の状況の推移

82,978

第63期
（2019年3月期）

80,408

第64期
（2020年3月期）

63,910

第65期
（2021年3月期）

67,749

第66期
（当連結会計年度）
（2022年3月期）

売上高 （単位：百万円）

4,636

第63期
（2019年3月期）

4,090

第64期
（2020年3月期）

2,162

第65期
（2021年3月期）

2,439

第66期
（当連結会計年度）
（2022年3月期）

経常利益 （単位：百万円）

3,153

第63期
（2019年3月期）

2,759

第64期
（2020年3月期）

1,515

第65期
（2021年3月期）

1,780

第66期
（当連結会計年度）
（2022年3月期）

親会社株主に帰属する当期純利益 （単位：百万円）

275.22

第63期
（2019年3月期）

240.69

第64期
（2020年3月期）

132.13

第65期
（2021年3月期）

154.08

第66期
（当連結会計年度）
（2022年3月期）

1株当たり当期純利益 （単位：円）

42,940

21,548

第63期
（2019年3月期）

44,694

23,138

第64期
（2020年3月期）

41,747

24,551

第65期
（2021年3月期）

44,666

27,328

第66期
（当連結会計年度）
（2022年3月期）

総資産/純資産 （単位：百万円）

1,868.43

第63期
（2019年3月期）

2,001.82

第64期
（2020年3月期）

2,125.45

第65期
（2021年3月期）

2,144.63

第66期
（当連結会計年度）
（2022年3月期）

1株当たり純資産 （単位：円）

第63期
（2019年３月期）

第64期
（2020年３月期）

第65期
（2021年３月期）

第66期
（当連結会計年度）
（2022年３月期）

売上高 (百万円) 82,978 80,408 63,910 67,749
経常利益 (百万円) 4,636 4,090 2,162 2,439
親会社株主に帰属する
当期純利益 (百万円) 3,153 2,759 1,515 1,780

１株当たり当期純利益 (円) 275.22 240.69 132.13 154.08
総資産 (百万円) 42,940 44,694 41,747 44,666
純資産 (百万円) 21,548 23,138 24,551 27,328
１株当たり純資産 (円) 1,868.43 2,001.82 2,125.45 2,144.63

(2) 財産及び損益の状況の推移

（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年3月31日）等を当連結会計年度の期首から適用しており、当連結会計年度に係
る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっております。
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重要な子会社の状況、対処すべき課題

会社名 資本金 当社の出資比率
（％） 主要な事業内容

名電エンジニアリング株式会社 25百万円 100.0 電気機器の設計・製造・販売
エム・ディーマシナリー株式会社 10百万円 100.0 機械装置の設計・製造・販売
MEIJI CORPORATION 10万米ドル 100.0 電気機器の販売

MEIJI UK LTD. 20万英ポンド 100.0
（100.0） 電気機器の販売

Meiji (Thailand) Co.,Ltd. 600万バーツ 48.9 電気機器の販売
明治電機商業（上海）有限公司 50万米ドル 100.0 電気機器の販売

(3) 重要な子会社の状況

（注）出資比率の（　）内の数字は間接出資比率であります。

(4) 対処すべき課題
当社グループでは、「“新たな価値創造”と“自ら考え考動する”」を基本方針とした、第10次中期経営計画

（2021年度～2023年度）に基づき、お客様の変化に応じた新たな価値創造・価値提供を目指してまいります。ま
た、2022年５月13日公表の「2022年３月期　決算短信」にて掲げました、2023年３月期の連結業績予想を当面
の目標とし、全力を挙げて取り組んでいく所存です。

第10次中期経営計画における主要な戦略課題につきましては、以下のとおりであります。

① 自動車ビジネス強化に向けた体制整備
東日本エリアにおける体制整備、事業戦略室を中心に成長戦略を立案

② ものづくりにおけるカーボンニュートラルへの貢献
お客様の工場CO2削減提案、水素ビジネスの拡大

③ エンジニアリング事業の競争力強化
システム案件対応力、検査機・専用機ビジネスの強化

④ 海外ビジネスの拡大
海外拠点に対する支援の強化、協業メーカーの探索

⑤ 新たな価値創造に向けた経営基盤の確立
営業力・営業技術力強化、ＤＸ推進、社内活性化など
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主要な事業内容、企業集団の主要拠点等、使用人の状況

(5) 主要な事業内容（2022年３月31日現在）
下記商品の販売
制御機器 （プログラマブルコントローラ・操作表示器・画像処理装置・センサー・リレー）
産業機器 （産業用ロボット・溶接機・受配電設備・空調設備機器・機械設備）
計測機器 （電子計測器・工業計器・現場測定器・記録装置・恒温槽）
電源機器 （安定化電源・無停電電源・電子負荷装置・特殊電源）
実装機器 （チップマウンター・リフロー炉・基板検査装置）

名称 区分 所在地
豊田支店 支店 愛知県知立市
エンジニアリング事業本部 工場 愛知県知立市
東京支店 支店 神奈川県横浜市港北区
名電エンジニアリング株式会社 子会社 愛知県北名古屋市
エム・ディーマシナリー株式会社 子会社 愛知県名古屋市中川区
MEIJI CORPORATION 子会社 米国イリノイ州
MEIJI UK LTD. 子会社 英国バーミンガム市
Meiji (Thailand) Co.,Ltd. 子会社 タイ王国バンコク市
明治電機商業（上海）有限公司 子会社 中国上海市

(6) 企業集団の主要拠点等（2022年３月31日現在）
① 本社 愛知県名古屋市中村区亀島二丁目13番８号
② 支店等

使 用 人 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減
698名 ４名減

使 用 人 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数
533名 ２名増 40.6歳 16.9年

(7) 使用人の状況（2022年３月31日現在）
① 企業集団の使用人の状況

（注）使用人数は就業人員（当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向者を含むほか、嘱託を
含んでおります。）であり、臨時使用人は含まれておりません。

② 当社の使用人の状況

（注）使用人数は就業人員（当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含むほか、嘱託を含んでおります。）であり、臨時使用人
は含まれておりません。
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主要な借入先、その企業集団の現況に関する重要な事項、会社の株式に関する事項、新株予約権等の状況、会社役員の状況

(8) 主要な借入先の状況（2022年３月31日現在）
該当事項はありません。

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。

2 会社の株式に関する事項（2022年３月31日現在）
　

金融機関
18.80％

個人・その他
57.24％

自己株式
0.52％

証券会社
2.14％
外国人
2.84％

その他
国内法人
18.46％

所有者別の株式保有比率

(1) 発行可能株式総数 48,000,000株
(2) 発行済株式の総数 12,717,120株（自己株式65,771株を含む）

（注）2022年３月８日を払込期日とする公募増資及び2022年３月29日を払込期日とする
オーバーアロットメントによる売出しに関連して行う第三者割当増資による新株式
発行により、発行済株式の総数は650,000株増加しております。

(3) 株主数 4,685名（前期末比1,829名増）

(4) １単元の株式数 100株
(5) 大株主（上位10名)

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
合 同 会 社 ワ イ コ ー ポ レ ー シ ョ ン 1,220,900株 9.65％
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 743,000株 5.87％
明 治 電 機 工 業 従 業 員 持 株 会 510,300株 4.03％
株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 489,200株 3.86％
株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 （ 信 託 口 ） 364,400株 2.88％
林 　 　 　 正 　 弘 361,000株 2.85％
吉 　 田 　 年 　 章 360,000株 2.84％
オ ム ロ ン 株 式 会 社 320,000株 2.52％
三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 300,000株 2.37％
安 　 井 　 博 　 子 295,000株 2.33％

（注）持株比率は自己株式を控除して計算しております。
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主要な借入先、その企業集団の現況に関する重要な事項、会社の株式に関する事項、新株予約権等の状況、会社役員の状況

(６) 当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況
株 式 数 交 付 対 象 者 数

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 を 除 く 。 ） 11,000株 ３名
（注）当社の株式報酬の内容につきましては、事業報告の「取締役の報酬等」（21頁）に掲載のとおりであります。

3 新株予約権等の状況
該当事項はありません。

4 会社役員の状況

会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況
取 締 役 会 長 林 正 　 弘
代表取締役社長 杉 　 脇 弘 　 基
代表取締役専務 舟 　 橋 範 企画管理本部長
取 締 役 佐 　 合 俊 　 治 第１営業本部長
取　　締　　役（監査等委員・常勤） 足 　 立 秀 　 一

取　　締　　役（監査等委員） 奥 　 野 信 　 宏
公益財団法人名古屋まちづくり公社上席顧問
名古屋都市センター所長
株式会社名古屋証券取引所社外取締役

取　　締　　役（監査等委員） 成 　 田 龍 　 一 成田龍一法律事務所代表弁護士
取　　締　　役（監査等委員） 鬼 　 頭 肇 鬼頭肇税理士事務所税理士

(1)　取締役の状況（2022年３月31日現在）

（注）１．取締役（監査等委員）奥野信宏氏、成田龍一氏及び鬼頭肇氏は、社外取締役であります。
２．当社は、取締役（監査等委員）奥野信宏氏、成田龍一氏及び鬼頭肇氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に

届け出ております。
３．取締役（監査等委員）鬼頭肇氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。
４．当社は、監査等委員会の監督及び監査機能を強化するため、取締役（監査等委員を除く。）からの情報収集及び重要な社内会議における情

報共有並びに内部監査部門と監査等委員会との十分な連携を可能とすべく、足立秀一氏を常勤の監査等委員として選定しております。

(2)　責任限定契約の内容の概要
当社と各社外取締役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定す

る契約を締結しております。
当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令の定める最低責任限度額としております。
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(3)　役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しておりま

す。当該保険契約の被保険者の範囲は、当社の取締役、執行役員並びに当社子会社の設立国の法律によりこれら
同様の地位にある者をいい、既に退任している者及び保険契約期間中に新たに選任された者を含みます。なお、
保険料については当社が全額負担しております。当該保険契約により、被保険者の職務の執行に関し責任を負う
こと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害が填補されることとなります。

(4)　取締役の報酬等
① 役員報酬等の内容の決定に関する方針等

取締役会は、当事業年度に係る取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、「①役員報酬等の内容の決定
に関する方針等」において同じ。）の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定方法及び決定された報酬等
の内容が取締役会で決議された決定方針と整合していることや、指名・報酬委員会からの答申が尊重されている
ことを確認しており、当該決定方針に沿うものであると判断しております。

取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容は、次のとおりです。
イ．方針の決定の方法

取締役会は、取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針について、取締役会の機能の独立性・客観性
と説明責任を強化することを目的に、独立社外取締役３名からなる指名・報酬委員会に諮問し、そこでの審
議・答申を経て、取締役会の決議で決定しております。なお、監査等委員である取締役の報酬等については、
監査等委員である取締役の協議により決定しております。

ロ．報酬等決定の基本方針
「信頼　すべては人から始まる　お客様と共に　従業員と共に　社会と共に」という経営理念のもと、取締

役は当社の持続的成長と企業価値の向上を図るために中心的な役割を果たすことから、取締役の報酬等につい
て、以下の方針に基づき決定しております。
a．優れた人材を確保・維持し、取締役として期待される役割を十分に発揮できる水準を確保すること
b．会社の持続的成長と中長期的な企業価値の向上を図ることに主眼を置いた報酬体系とすること
c．株主をはじめとするステークホルダーに対して説明責任を果たすことができる、透明性、公正性の高い報
酬体系とすること
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固定給与である基本報酬 業績連動報酬
（40％） （60％）

ハ．報酬体系
上記報酬等決定の基本方針に基づき、取締役の報酬等は、固定給与である基本報酬、業績連動報酬及び譲渡

制限付株式報酬で構成されるものとしております。なお、監査等委員である取締役の報酬等は、職務の性質
上、固定給与である基本報酬のみとなっております。
a．固定給与である基本報酬

各取締役の職位に応じて、経営環境、世間水準及び従業員給与等のバランスを考慮して報酬額を決定して
おります。

b．業績連動報酬
取締役は、経営者として当事業年度の最終利益に対して責任を持つことから、親会社株主に帰属する当期

純利益額を算定指標として一定の係数を乗じ、総額100,000千円を限度として、役位による配分ウェイトに
基づき報酬額を決定しております。

なお、支給対象となる取締役は、法人税法第34条第１項第３号に定める業務執行役員であり、業務執行役
員でない取締役（社外取締役を含む。）を含みません。

c．譲渡制限付株式報酬
取締役に当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、株主との一層の価値共有

を進めるという目的を踏まえて、年額50,000千円以内で、取締役会が具体的な支給時期及び配分を決定する
こととしております。

なお、対象取締役との間で譲渡制限付株式割当契約を締結しており、取締役の地位の退任につき、任期満
了、死亡その他正当な理由がある場合には当該株式の譲渡制限が解除されますが、その他の場合は当社が無
償取得するものとしております。

d．上記報酬の構成比率
各報酬の構成比率は、報酬等決定の基本方針に基づき、役位に応じて決定しております。

（注）１. 業績連動報酬における業績達成度が上限である場合のおよその目安となります。
２. 譲渡制限付株式報酬については、制度目的に照らし、取締役の株式保有状況等に鑑みて支給及び配分を決定するため、除外しております。
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役 員 区 分 報酬等の総額
（ 千 円 ）

報 酬 等 の 種 類 別 の 総 額 （ 千 円 ） 対象となる
役員の員数

（名）基 本 報 酬 業績連動報酬 譲 渡 制 限 付
株式報酬

取締役（監査等委員を除く。） 150,945 86,200 53,360 11,385 ４
取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ）
（ 社 外 取 締 役 を 除 く 。 ） 15,500 15,500 － － １

社 外 役 員 （ 監 査 等 委 員 ） 15,903 15,903 － － ３
合 計 182,348 117,603 53,360 11,385 ８

② 当事業年度に係る報酬等の総額等

（注）１．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２．業績連動報酬にかかる業績指標は親会社株主に帰属する当期純利益額であり、その実績は、「連結計算書類　連結損益計算書」（27頁）

に掲載のとおりであります。当該指標を選択した理由及び算定方法につきましては、「① 役員報酬等の内容の決定に関する方針等」（22
頁）に掲載のとおりであります。
また、業績連動報酬につきましては、2021年６月24日開催の取締役会において、当社の取締役（監査等委員を除く。）に支給することを
決議しております。

３．譲渡制限付株式報酬につきましては、当事業年度における取締役（監査等委員を除く。）に対する譲渡制限付株式付与に係る費用計上額で
あります。具体的な支給時期及び配分の決定その他条件等につきましては、「① 役員報酬等の内容の決定に関する方針等」（22頁）に掲
載のとおりであります。

４．取締役（監査等委員を除く。）の報酬限度額は、2016年６月28日開催の第60回定時株主総会において年額200,000千円以内（ただし、使
用人分給与は含まない。）と決議しております。当該株主総会終結時点の取締役（監査等委員を除く。）の員数は、３名です。
また、上記とは別枠で、取締役（監査等委員を除く。）に対する譲渡制限付株式付与のための報酬限度額として、2019年６月25日開催の
第63回定時株主総会において年額50,000千円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議しております。当該株主総会終結時点の
取締役（監査等委員を除く。）の員数は、３名です。

５．取締役（監査等委員）の報酬限度額は、2016年６月28日開催の第60回定時株主総会において年額50,000千円以内と決議しております。
当該株主総会終結時点での取締役（監査等委員）の員数は、４名です。
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地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況 当 社 と の 関 係

取 締 役
（監査等委員） 奥　野　信　宏

公益財団法人名古屋まちづくり公社上席顧問
名古屋都市センター所長
株式会社名古屋証券取引所社外取締役

特別の関係はありません。
特別の関係はありません。
特別の関係はありません。

取 締 役
（監査等委員） 成　田　龍　一 成田龍一法律事務所代表弁護士 特別の関係はありません。

取 締 役
（監査等委員） 鬼 頭 　 肇 鬼頭肇税理士事務所税理士 特別の関係はありません。

地 位 氏 名 出席状況、発言状況及び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取 締 役
（監査等委員） 奥　野　信　宏

取締役会に18回中18回出席しております。また、監査等委員会に14回中14回出席
しております。取締役会及び監査等委員会においては、経済学に関する広汎かつ専
門的な知識と産官学界にわたる深い造詣等に基づいて、当社の経営に幅広い見地か
ら助言・提言を行っております。
また、指名・報酬委員会の委員として、当事業年度に開催された委員会に３回中３
回出席しております。指名・報酬委員会においては、当社の役員候補者の選定及び
役員報酬等の決定過程において、客観的・中立的な立場で監督機能を果たしており
ます。

取 締 役
（監査等委員） 成　田　龍　一

取締役会に18回中18回出席しております。また、監査等委員会に14回中14回出席
しております。取締役会及び監査等委員会においては、弁護士として培われた豊富
な経験と幅広い知識から、主としてコンプライアンスを確保するための助言・提言
を行っております。
また、指名・報酬委員会の委員長として、当事業年度に開催された委員会に３回中
３回出席しております。指名・報酬委員会においては、当社の役員候補者の選定及
び役員報酬等の決定過程において、客観的・中立的な立場で主導的に監督機能を果
たしております。

取 締 役
（監査等委員） 鬼 頭 　 肇

取締役会に18回中18回出席しております。また、監査等委員会に14回中14回出席
しております。取締役会及び監査等委員会においては、税理士として培われた豊富
な経験と幅広い知識から、主として経営管理の妥当性・適正性を確保するための助
言・提言を行っております。
また、指名・報酬委員会の委員として、当事業年度に開催された委員会に３回中３
回出席しております。指名・報酬委員会においては、当社の役員候補者の選定及び
役員報酬等の決定過程において、客観的・中立的な立場で監督機能を果たしており
ます。

(5)　社外役員に関する事項
① 他の法人等の重要な兼職の状況及び当該他の法人等との関係

② 当事業年度における主な活動状況
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会計監査人の状況、剰余金の配当等の決定に関する方針

5 会計監査人の状況

報 酬 等 の 額
当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 27,500千円
当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 29,300千円

(1) 会計監査人の名称
有限責任 あずさ監査法人

(2) 報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておら
ず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２. 監査等委員会は、取締役、社内関係部署及び会計監査人から必要な資料の入手や報告の聴取を通じて、会計監査人の監査計画の内容、会計
監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等の適切性・妥当性について検証を行った結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399
条第１項・第３項の同意を行っております。

(3) 非監査業務の内容
当社は、有限責任あずさ監査法人に対して、新株式発行に係る「監査人から引受事務幹事会社への
書簡」の作成業務についての対価を支払っております。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等その必要があると判断した場合に、

株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
具体的には、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると認

められる場合に、監査等委員全員の同意に基づき監査等委員会が会計監査人を解任いたします。この
場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査
人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。また、監査等委員会は、会計監査人の監査品質、品
質管理、独立性、総合的能力等の観点から会計監査人が監査を遂行するに不十分と判断した場合に
は、会計監査人を不再任といたします。

6 剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、株主の皆様に対する利益還元を重要な経営課題と位置づけ、連結配当性向30％を目処として

将来の持続的成長に必要な内部留保の充実を図りながら、配当を行うことを基本方針としております。
なお、当社は会社法第459条に基づき、剰余金の配当等については「取締役会の決議によって定め、株

主総会の決議によらないものとする」旨を定款に定めております。
上記基本方針に基づき、当社の当期末の配当金は１株当たり27円といたしました。これにより、中間

配当の１株当たり20円と合わせた年間配当金は１株当たり47円となります。
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連結貸借対照表

連結貸借対照表 （単位：千円）

科目 第66期
2022年３月31日現在 科目 第66期

2022年３月31日現在

資産の部
流動資産
現金及び預金
受取手形及び売掛金
電子記録債権
商品及び製品
仕掛品
原材料及び貯蔵品
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産
建物及び構築物
機械装置及び運搬具
土地
建設仮勘定
その他
無形固定資産
投資その他の資産
投資有価証券
退職給付に係る資産
繰延税金資産
その他
貸倒引当金　

37,490,176
7,749,181
16,252,930
8,527,181
4,095,061
342,209
46,338
509,507
△32,235
7,175,983
3,662,614
1,203,652
54,878

1,631,929
686,093
86,060
240,850
3,272,517
2,787,025
279,227
15,430
202,700
△11,866　

負債の部
流動負債 16,956,824
支払手形及び買掛金 8,756,239
電子記録債務 5,667,843
短期借入金 225,658
未払法人税等 479,206
賞与引当金 481,571
役員賞与引当金 2,240
その他 1,344,064

固定負債 380,992
繰延税金負債 375,979
役員退職慰労引当金 3,550
その他 1,463

負債合計 17,337,817
純資産の部
株主資本 25,754,383
資本金 1,624,866
資本剰余金 1,957,909
利益剰余金 22,204,363
自己株式 △32,756

その他の包括利益累計額 1,378,066
その他有価証券評価差額金 1,340,636
為替換算調整勘定 13,725
退職給付に係る調整累計額 23,703

非支配株主持分 195,892
純資産合計 27,328,342

資産合計 44,666,159 負債純資産合計 44,666,159

連結計算書類

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書

連結損益計算書 （単位：千円）

科目
第66期

2021年 4 月 1 日から
2022年 3 月31日まで

売上高 67,749,042
売上原価 58,743,920
売上総利益 9,005,122

販売費及び一般管理費 6,996,387
営業利益 2,008,734

営業外収益 452,737
受取利息 2,873
受取配当金 64,428
仕入割引 125,375
為替差益 105,832
助成金収入 115,658
その他 38,568

営業外費用 22,377
支払利息 7,435
株式交付費 10,414
その他 4,527
経常利益 2,439,094

特別利益 84,112
固定資産売却益 1,127
投資有価証券売却益 81,812
その他 1,173

特別損失 295
固定資産除却損 295
税金等調整前当期純利益 2,522,911
法人税、住民税及び事業税 763,022
法人税等調整額 △39,380
当期純利益 1,799,270
非支配株主に帰属する当期純利益 18,463
親会社株主に帰属する当期純利益 1,780,807

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

連結株主資本等変動計算書
第66期（2021年４月１日から2022年３月31日まで） （単位：千円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 1,311,778 1,382,176 21,112,277 △298,707 23,507,525

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 313,088 313,088 626,177

剰 余 金 の 配 当 △688,720 △688,720
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 1,780,807 1,780,807

自 己 株 式 の 処 分 262,644 265,950 528,595
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）
当 期 変 動 額 合 計 313,088 575,732 1,092,086 265,950 2,246,858

当 期 末 残 高 1,624,866 1,957,909 22,204,363 △32,756 25,754,383

その他の包括利益累計額
非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 1,114,243 △210,559 △37,929 865,753 178,371 24,551,650

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 626,177

剰 余 金 の 配 当 △688,720
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 1,780,807

自 己 株 式 の 処 分 528,595
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 226,393 224,285 61,633 512,312 17,521 529,833

当 期 変 動 額 合 計 226,393 224,285 61,633 512,312 17,521 2,776,691

当 期 末 残 高 1,340,636 13,725 23,703 1,378,066 195,892 27,328,342
（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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貸借対照表

貸借対照表 （単位：千円）

科目 第66期
2022年３月31日現在 科目 第66期

2022年３月31日現在

資産の部
流動資産
現金及び預金
受取手形
電子記録債権
売掛金
商品及び製品
仕掛品
原材料及び貯蔵品
前渡金
前払費用
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産
建物
構築物
機械及び装置
車両運搬具
工具、器具及び備品
土地
建設仮勘定
無形固定資産
借地権
ソフトウエア
その他
投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
関係会社出資金
前払年金費用
その他
貸倒引当金　

33,404,752
5,421,068
440,961
8,473,902
14,897,381
3,750,477
144,465
36,418
89,184
33,101
138,014
△20,221
7,112,853
3,618,107
1,143,008
55,713
18,130
10,273
72,958

1,631,929
686,093
178,687
21,601
139,241
17,843

3,316,058
2,721,198
123,600
41,510
249,568
192,046
△11,866　

負債の部
流動負債 16,014,017
支払手形 411,211
電子記録債務 5,667,843
買掛金 8,049,851
未払金 273,264
未払費用 317,974
未払法人税等 442,333
預り金 37,728
賞与引当金 450,000
その他 363,809

固定負債 327,066
繰延税金負債 323,516
役員退職慰労引当金 3,550

負債合計 16,341,083
純資産の部
株主資本 22,838,358
資本金 1,624,866
資本剰余金 1,957,909
資本準備金 1,685,038
その他資本剰余金 272,870
利益剰余金 19,288,338
利益準備金 93,169
その他利益剰余金 19,195,168
別途積立金 7,800,000
繰越利益剰余金 11,395,168

自己株式 △32,756
評価・換算差額等 1,338,164
その他有価証券評価差額金 1,340,636
繰延ヘッジ損益 △2,472
純資産合計 24,176,522

資産合計 40,517,605 負債純資産合計 40,517,605

計算書類

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

29



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

2022/05/24 11:09:56 / 21828211_明治電機工業株式会社_招集通知

損益計算書

損益計算書 （単位：千円）

科目
第66期

2021年 4 月 1 日から
2022年 3 月31日まで

売上高 60,701,376
売上原価 53,408,543
売上総利益 7,292,832

販売費及び一般管理費 5,649,831
営業利益 1,643,001

営業外収益 418,699
受取利息 374
受取配当金 148,031
仕入割引 122,641
為替差益 118,701
その他 28,950

営業外費用 13,717
支払利息 1,684
株式交付費 10,414
その他 1,618
経常利益 2,047,983

特別利益 82,985
投資有価証券売却益 81,812
その他 1,173

特別損失 143
固定資産除却損 143
税引前当期純利益 2,130,825
法人税、住民税及び事業税 672,026
法人税等調整額 △48,684
当期純利益 1,507,483

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

株主資本等変動計算書
第66期（2021年４月１日から2022年３月31日まで） （単位：千円）

株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他資本
剰余金

資本剰余金
合計 利益準備金

その他利益剰余金 利益剰余金
合計別途積立金 繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 1,311,778 1,371,950 10,226 1,382,176 93,169 7,800,000 10,576,405 18,469,575
当 期 変 動 額
新 株 の 発 行 313,088 313,088 313,088
剰 余 金 の 配 当 △688,720 △688,720
当 期 純 利 益 1,507,483 1,507,483
自 己 株 式 の 処 分 262,644 262,644
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

当期変動額合計 313,088 313,088 262,644 575,732 － － 818,762 818,762
当 期 末 残 高 1,624,866 1,685,038 272,870 1,957,909 93,169 7,800,000 11,395,168 19,288,338

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計 その他有価証券

評価差額金 繰延ヘッジ損益 評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △298,707 20,864,822 1,114,243 △8,354 1,105,888 21,970,710
当 期 変 動 額
新 株 の 発 行 626,177 626,177
剰 余 金 の 配 当 △688,720 △688,720
当 期 純 利 益 1,507,483 1,507,483
自 己 株 式 の 処 分 265,950 528,595 528,595
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） 226,393 5,882 232,276 232,276

当期変動額合計 265,950 1,973,535 226,393 5,882 232,276 2,205,811
当 期 末 残 高 △32,756 22,838,358 1,340,636 △2,472 1,338,164 24,176,522
（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書
2022年５月20日

明治電機工業株式会社
取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人
名古屋事務所

指定有限責任社員 公認会計士 中 村 哲 也業 務 執 行 社 員
指定有限責任社員 公認会計士 金 原 正 英業 務 執 行 社 員　

監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、明治電機工業株式会社の2021年４月１日から2022年３月31日までの連結
会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を
行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、明治電機工業株
式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表
示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人
の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定
に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意
見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。ま
た、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対
して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と連結計
算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外
にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが求
められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

監査報告

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示するこ
とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評価
し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当
該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかど
うかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示
は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的
に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を

行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実

施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注

記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企

業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前
提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な
不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められ
ている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業と
して存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとと
もに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に
表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監
査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む
監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立
性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容に
ついて報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書
2022年５月20日

明治電機工業株式会社
取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人
　名古屋事務所
指定有限責任社員 公認会計士 中 村 哲 也業 務 執 行 社 員
指定有限責任社員 公認会計士 金 原 正 英業 務 執 行 社 員　

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、明治電機工業株式会社の2021年４月１日から2022年３月31日まで
の第66期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書
（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に
係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人
の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に
従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎とな
る十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。ま
た、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対し
て意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と計算書類
等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にそ
の他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが求
められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示すること
にある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内
部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類に係る会計監査人の監査報告

34



2022/05/24 11:09:56 / 21828211_明治電機工業株式会社_招集通知

計算書類に係る会計監査人の監査報告

　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価し、
我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事
項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどう
かについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、
不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込
まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を
行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実

施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際

して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注

記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業

の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提
に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確
実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。
監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続
できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかととも
に、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示し
ているかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む
監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立
性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容に
ついて報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査等委員会の監査報告

監　査　報　告　書
　当監査等委員会は、2021年４月１日から2022年３月31日までの第66期事業年度における取締役の職務の執行について監査いた
しました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１. 監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並びに当該決議に基
づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告
を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。
①監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び

使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主
要な事業所において業務及び財産の状況を調査しました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通
及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその
職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われる
ことを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月
28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計
算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２. 監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の

記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
　会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2022年５月20日

明治電機工業株式会社　監査等委員会

常勤監査等委員 足 立 秀 一 ㊞
監査等委員 奥 野 信 宏 ㊞
監査等委員 成 田 龍 一 ㊞
監査等委員 鬼 頭 　 肇 ㊞　

(注) 監査等委員奥野信宏、成田龍一及び鬼頭肇は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に定める社外取締役でありま
す。

監査等委員会の監査報告

以　上
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トピックス

株主メモ
事 業 年 度
定 時 株 主 総 会
定時株主総会の基準日
期末配当の基準日
中間配当の基準日
株 主 名 簿 管 理 人

同 事 務 取 扱 場 所

郵 便 物 送 付 先

毎年4月1日から翌年3月31日まで
毎年6月
毎年3月31日
毎年3月31日
毎年9月30日
東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社
名古屋市中区栄三丁目15番33号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
〒168-0063　東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

（ 電 話 照 会 先 ）

公 告 の 方 法

公 告 掲 載 U R L
単 元 株 式 数
上 場 証 券 取 引 所

電話　0120-782-031（フリーダイヤル）
取次事務は三井住友信託銀行株式会社の 
本店および全国各支店で行っております。
電子公告の方法により行います。ただし、
電子公告によることができない事故その他
やむを得ない事由が生じた場合は、日本経済 
新聞に掲載して行います。
https://www.meijidenki.co.jp/
100株
東京証券取引所 プライム市場

1.　住所変更、単元未満株式の買取・買増等のお申出先について
株主様の口座のある証券会社にお申出ください。
なお、証券会社に口座がないため特別口座を開設されました株主様は、特別口座の口座管理機関である三井住友信託銀行株式会社
にお申出ください。

2.　未払配当金の支払について
株主名簿管理人である三井住友信託銀行株式会社にお申出ください。

イワタニ水素ステーションの建設に携わりました 野村IR資産運用フェア2022に出展しました
　2021年８月、当社は元請として、イワタニ水素ステーショ
ン東京東久留米（東京都東久留米市）と広島西（広島県広島
市）の建設に携わりました。今後も、この経験・実績を生か
し、水素社会の実現に貢献してまいります。

　2022年１月、当社は個人投資家向け野村IR資産運用フェア2022に出展
しました。本IRフェアは、オンラインでの開催で、社長杉脇による会社説明
の動画や、各種IR資料などを掲載しました。当日使用したパワーポイント資
料は、当社のホームページで閲覧できますので、ぜひご覧ください。

　＜明治電機工業ホームページ＞
　株主・投資家情報／IR資料室／決算補足説明・決算説明会資料／Mission 
for Smile～みんなに笑顔を届けよう～（企業紹介資料）（2022年１月）
　https://www.meijidenki.co.jp/ja/ir/library/briefing.html

©岩谷産業株式会社
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スクエア
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セントラル
タワーズ

ビック
カメラ

セブン
イレブン

至 大阪

至 東京

JPタワー名古屋
（名古屋中央郵便局）

岩田病院

中村警察署
亀島交番

スーパーホテル
デイリーヤマザキ

ローソン

ルーセント
タワー

則武１

椿町北

太閤通口

中央郵便局北

明治電機工業
株式会社

明治電機工業株式会社　本社（本館地下1階明治ホール）
名古屋市中村区亀島二丁目13番8号
Tel 052-451-7661（代）

会 場

●JR名古屋駅太閤通口（新幹線口）より北西へ徒歩約10分です。
（注）　駐車場は手狭なため、お車でのご来場はご遠慮くださいますようお願い申しあげます。

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

株主総会 会場ご案内図


